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　　Summary� （Jpn J Clin Toxicol 2015；28：359-367）
　Recently, the abuse of designer drugs has become a social problem. Designer drugs are created by 
modifying part of the chemical structure of drugs that have already been categorized as illegal, thereby 
creating a different chemical compound in order to evade Pharmaceutical Affairs Law regulations. The 
new comprehensive system for designating illegal drug components has been in effect since March 
2013, and many designer drugs can now be regulated. We conducted an online questionnaire survey of 
people with a history of designer drug use to elucidate the effects of the new system on the abuse of 
designer drugs and to identify potential future problems. 
　Over half the subjects obtained designer drugs only before the new system was implemented. 
Awareness of the system was significantly lower among subjects who obtained designer drugs for the 
first time after its introduction than those who obtained the drugs only before its implementation. Due 
to the new system, all methods of acquiring designer drugs saw decreases in activity. However, the 
ratio of the acquisition of designer drugs via the Internet increased.
　Since over 50％ of the subjects never obtained designer drugs after the new system was introduced, 
goals that aimed to make drug procurement more difficult were achieved. However, awareness of the 
new system among subjects who obtained designer drugs after the new system was introduced was 
significantly low. Therefore, fostering greater public awareness of the new system is necessary. The 
results of the questionnaire also suggested that acquiring designer drugs through the Internet has 
hardly been affected by the new system. We strongly hope that there will be a greater push to restrict 
the sale of designer drugs on the Internet in the near future.
�
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はじめに

　薬物の乱用は，蔓延と鎮静化が繰り返されてきた。
近年は危険ドラッグが若い世代で乱用され，社会的
な問題となっている。危険ドラッグは，大麻や覚せ
い剤類似の構造を持った成分（合成カンナビノイド
類，カチノン類など）を植物片に添加させたものや，
粉末状，液体状などにしたもので，摂取することに
よって，幻覚や快楽が生じ，さらに依存性を伴うこ
とから乱用へとつながっている1）。なかには摂取に
よって呼吸困難や嘔吐などの症状を引き起こし，救
急搬送される例や死亡例，交通事故などの事件を起
こす例も報告され，社会的不安を煽っている2）。し
かし，これら危険ドラッグの流通や乱用者に関する
現状は不明である点が多い。危険ドラッグは，身体
に悪影響を及ぼす可能性があるものを指定薬物とす
ることで，販売・製造などに規制をかけてきた。し
かし，化学構造の一部を変更するなどして，規制の
網を潜り抜けた製品が次々と出回るいわゆる「いた
ちごっこ」の状態に陥る結果となっている3）。この
ような状況に対して，2013年 3月 22日に類似した
構造を持つ薬物をまとめて指定薬物にする包括指定
制度（以下，本制度）が施行された4）。
　現代社会における危険ドラッグの現況と乱用に対
する本制度の効果について，危険ドラッグ経験者と
非経験者にWebアンケートを行い，今後いかなる
対策が必要かを考察することを目的として，本研究
を行ったのでここに報告する。

Ⅰ　対象と方法

　医療分野でのアンケート調査にも実績のある
Web調査会社の株式会社ネオマーケティングに登
録しているモニターに対してランダムに危険ドラッ
グ摂取歴の有無を問い，危険ドラッグの摂取歴があ
る者（以下，経験者）とない者（以下，非経験者）が
各 100人集まるまでアンケートを実施した（実施日
2013年 12月 12，13日）。なおプレアンケートとし
て，モニターからランダムに抽出した 1 ,000人に対
して危険ドラッグの摂取歴の有無を調べたところ，
16人確認された（出現率：1 .6％）。

　アンケートを行うにあたって，本調査時には「危
険ドラッグ」の新呼称がなかったため，「脱法ハー
ブ」という呼称を用い，ハーブ系（外観は植物片），
パウダー系（外観は粉末状），リキッド系（外観は液
体状）などを含むと定義した。以下，脱法ハーブを
危険ドラッグと称す。また，普通のハーブと間違っ
て回答しないように，世間一般に知られている香料
や料理に加えるハーブとは異なる旨を表示した。し
かし，経験者のうち 1人は，その他の項目に「普通
のハーブと間違えた」と回答したため対象から除外
し，最終的な経験者は 99人となった。なおすべて
の回答者に対して，アンケート実施会社の個人情報
保護に関する説明を行い同意が得られた。アンケー
トの質問内容の一部は，嶋根らが行ったアンケート
調査5）を参照した。アンケート内容は，「年齢」，「性
別」，「最終学歴」，「居住形態」，「摂取仲間の有無」，
「危険ドラッグの使用場所」，「危険ドラッグの入手
場所」，「危険ドラッグ摂取による医療機関への受診
の有無」，「初めて危険ドラッグを使用した年齢」，
「危険ドラッグを入手した時期」，「危険ドラッグを
使用するようになった動機について」，「包括指定制
度の認識について」，「包括指定制度施行後の変化に
ついて」などとした。
　危険ドラッグの摂取場所については，「自宅内の
み」＋「主に自宅内」を「自宅」，「自宅外のみ」＋「主
に自宅外」を「自宅外」とした。本制度に対する認
識度については，「内容を知っていた」＋「内容まで
は知らないが聞いたことがある」を「知っている」，
「聞いたことがない」を「知らない」とした。危険
ドラッグ経験者の思考内容については，「強く思 

う」＋「そう思う」を「思う」，「全くそう思わな
い」＋「そう思わない」を「思わない」とした。　
　統計処理は年齢に関しては Student t検定を，摂
取場所と本制度施行後における危険ドラッグ経験者
の考えに関しては正規分布による比率の差の検定を，
それ以外はχ2検定を行い，p＜0 .05をもって有意
差ありとした。

Ⅱ　結　　果

　アンケート回答者の属性を Table 1に示す。経
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験者の平均年齢は 40 .7歳と，非経験者の 49 .1歳に
比し有意に低年齢であった（p＜0 .01）。性別では有
意差なく（p＝0 .224），最終学歴については，経験
者は高学歴（大卒，大学院卒）である割合が高い傾
向にあったが，非経験者との間には有意差は認めら
れなかった（p＝0 .099）。
　危険ドラッグ経験者の特徴を Fig. 1に示す。摂
取仲間の有無に関しては，ありと回答した者が 60

人（60 .6％）と多かった。危険ドラッグ摂取による
体調悪化により医療機関を受診した者は 21人
（21 .2％）であった。初めて危険ドラッグを経験し
た年齢は平均 29 .4歳で，20代が 45人（45 .5％）と
高率であった。危険ドラッグを入手した時期では，
本制度施行前のみが 65人（65 .7％）でもっとも多
かった。
　危険ドラッグを摂取するようになった動機を
Fig. 2に示す（複数回答）。環境的要因では，「知
人・友人に勧められた」と回答したものが 47 .5％
ともっとも多く，「合法と呼ばれているため」が

Table 1　Respondent characteristics

Users
（n＝99）

Non users
（n＝100） p value

Age

Average age 40 .7±11 .8 49 .1±11 .4 ＜0 .01

10～19 　0（0 .0％） 　1（1 .0％）

20～29 19（19 .2％） 　3（3 .0％）

30～39 32（32 .3％） 14（14 .0％）

40～49 25（25 .3％） 27（27 .0％）

50～59 15（15 .2％） 38（38 .0％）

60～69 　8（8 .1％） 12（12 .0％）

70～79 　0（0 .0％） 　5（5 .0％）

Sex

Male 75（75 .8％） 68（68 .0％）
0 .224

Female 24（24 .2％） 32（32 .0％）

Educational background

Junior high school 　1（1 .0％） 　2（2 .0％）

High school 24（24 .2％） 30（30 .0％）

Advanced vocational 　6（6 .1％） 　2（2 .0％）

Junior college 　2（2 .0％） 　4（4 .0％）

Vocational school 　5（5 .1％） 12（12 .0％）

College or university 54（54 .5％） 49（49 .0％）
0 .099

Graduate school 　7（7 .1％） 　1（1 .0％）

Fig. 1　Characteristics of designer drugs users（n＝99）
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〔Age when first ingesting designer drugs〕 〔Time frame in which designer 
　drugs were obtained〕

Only before the introduction 
of the new system, 65（65.7%）

Only after the introduction 
of the new system, 23（23.2%）

Before and after the
introduction of the new 
system, 11（11.1%）

Yes, 21
（21.2%）

No, 78
（78.8%）

〔Consulted with medical institution after 
　ingesting designer drugs〕

Yes, 60
（60.6%）

No, 39
（39.4%）

〔Friends also ingest designer drugs〕

average age：29.4
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24 .2％であった。心理的要因では，「好奇心があっ
たため」，「ストレス解消のため」，「気分を変えるた
め」がそれぞれ 48 .5％，39 .4％，37 .4％と高率で
あった。
　危険ドラッグの摂取場所を Fig. 3に示す。自宅
が 61人（61 . 6％）と自宅外の 32人（32 . 3％）よりも
有意に多かった（p＜0 . 01）。また，一人暮らし 23

人のうち 19人（82 . 6％）が自宅で摂取しており，家
族等の同居者がいる 76人における自宅で摂取する
42人（55 . 3％）より有意に多かった（p＝0 . 017）。　
　本制度に対する認識度について Fig. 4に示す。
本制度施行前のみ危険ドラッグの入手がある 65人
については，施行前後で入手がある 11人と比べ認
識度に有意差はないが，施行後に初めて入手した
23人と比べ認識度が有意に高かった（p＜0.01）。
　Fig. 5に本制度施行前後の危険ドラッグ入手方法

を示す（複数回答）。施行前の入手は 76件あり，主
な入手方法は知人・友人 27件，インターネットの
販売サイト 24件，店頭（ヘッドショップ）22件で
あった。施行後の入手は 34件で，インターネット
の販売サイトが 15件で，友人・知人 9件，店頭
（ヘッドショップ）7件と全体的に入手が減少してお
り，とくに友人・知人と店頭（ヘッドショップ）か
らの入手は他の入手方法と比べ著明に減少した。し
かし，一方でインターネットの販売サイトの占有率
が 31 .6％から 44 .1％と有意に増加した（p＜0 .01）。
　本制度施行後の危険ドラッグ経験者の思考内容に
ついて Fig. 6に示す。｢周りで危険ドラッグを使用
する人が少なくなった ｣，｢ 取り扱う店舗が少なく
なった ｣，｢ 危険ドラッグを手に入れるのが困難に
なった ｣に関して，いずれも思うと答えた群は思わ
ないと答えた群より有意に多かった（それぞれ p＜

Fig. 2　Motives for designer drugs use （n＝99, multiple answers）
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0 .01，p＜0 .01，p＝0 .034）。しかし「入手できる環
境は変わっていないと思う」では，思う 32人
（32 .3％）と思わない 24人（24 .2％）で有意差は認め
られなかった（p＝0 .327）。

Ⅲ　考　　察

　厚生労働省が公開している『3月 28日 秋葉副大
臣記者会見配布資料』6）によると，全国の危険（違
法）ドラッグ販売業者数（2012年 12月末）は合計
305件（店舗・露天：191件，インターネット：53件，

店舗＆インターネット：61件）であったが，同省が
カンナビノイド対象の本制度施行後に公開した「薬
物乱用の現状と対策（平成 26年 2月）」7）によると，
2013年 9月末では合計 240件（店舗・露天：164件，
インターネット：37件，店舗＆インターネット：
39件）まで減少している。
　『平成 25年の薬物・銃器情勢』8）によれば，さま
ざまな法令（指定薬物に係る薬事法違反，麻薬及び
向精神薬取締法違反，危険運転致傷罪等交通関係法
令違反，その他）により危険ドラッグとして検挙さ

〔By oneself only〕 〔With family, friends 
　or acquaintances〕

（n＝23) （n＝76)

Away from home only, 
21（27.6%）

At home only,
17（73.9%）

At home only,
29（38.2%）

Mainly at home, 
2（8.7%）

Mainly at home, 
13（17.1%）

At and away from 
home, 2（8.7%）

At and away 
from home, 4（5.3%）

Mainly away 
from home, 9（11.8%）

Mainly away 
from home, 1（4.3%）

Away from home only, 
1（4.3%）

〔Ingestion location〕

At home only, 
46（46.5%）

Mainly at home, 15（15.2%）

Mainly away 
from home, 10（10.1%）

At and away from 
home, 6（6.1%）

Away from home only, 
22（22.2%）

〔Residence status〕
By oneself only,
23（23.2%）

With family, 75（75.8%）

With friends or 
acquaintances, 1（1.0%）

Ingestion location

Fig. 3　Comparing designer drugs ingestion by location（n＝99）
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れた例は，2010年度は 10例，2011年度は 6例，
2012年度は 112例であったが，本制度施行後であ
る 2013年度では，176例と増加している。これは
カンナビノイド対象の本制度により，指定薬物の範
囲が拡大されたため販売・製造などの行為が違法化
し取り締まりがより厳しくなり，販売業者の減少に
つながったと思われる。

　本研究のアンケート調査においても，本制度施行
後に危険ドラッグを入手していない者が半数以上い
ることから（Fig. 4），本制度は危険ドラッグの入手
の抑止力に一定の効果があったと評価できる。
　アンケート調査の結果は，過去の研究（アンケー
ト調査5），臨床解析9）～11），日本中毒情報センターへ
の問い合わせ事例12））と同様に，危険ドラッグ経験

（n＝99）

Aware and understand 
details, 27（27.3%）

Aware, 34（34.3%）

Unaware, 
38（38.3%）

〔Users〕

（n＝23）

Unaware, 
15（65.2%）

Aware and understand 
details, 3（13.0%）

Aware, 5（21.7%）

（n＝65）

Aware and understand 
details, 19（29.2%）

Unaware, 
20（30.8%）

Aware, 26（40.0%）

（n＝11）

Aware and understand 
details, 5（45.5%）

Unaware, 
3（27.3%）

〔Those who obtained designer drugs for the first time 
　after the introduction of the system〕

〔Those who obtained designer drugs only 
　before the introduction of the new system〕

〔Those who obtained designer drugs before and 
　after the introduction of the new system〕

Aware, 3（27.3%）

Fig. 4　Awareness of the new comprehensive system for designating illegal drug components （n＝99）
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者は若年者で男性が多く，摂取仲間がいることが判
明した（Table 1，Fig. 1）。危険ドラッグを摂取する
ようになった理由においては，環境的理由では「友
人・知人から勧められた」が，心理的理由では「好
奇心があったため」が多く，嶋根らの報告5）と同様
な結果が得られた。また本調査では，心理的理由と
して「ストレス解消のため」，「気分を変えるため」
なども比較的多かったことから，危険ドラッグ摂取
者は好奇心以外の理由でも危険ドラッグを摂取しは
じめていたことが判明した。環境的要因で「使用
（摂取）を断れなかったため」や心理的要因で「友
人・家族等との関係があるため」と回答している例
が存在することから，周囲の環境に左右され摂取し
てしまっている可能性も考えられた（Fig. 2）。
　経験者の約 20％が危険ドラッグ摂取により体調
不良を訴えて医療機関を受診していることは，医療
機関が患者に対して，危険ドラッグが身体および精
神活動に関して非常に有害であるなどの警告を促す
ことで乱用者の減少に一定の役割を担うことが期待
できるものと思われた（Fig. 1）。
　危険ドラッグの摂取場所は，一人暮らしの者ほど
自宅での摂取が多い傾向にあることから，危険ド
ラッグ摂取により医療的処置が必要な状態に陥って

も救助者がいないため，死につながるような重篤症
状が見逃されていることも予測される（Fig. 3）。
　危険ドラッグの入手方法に関しては，インター
ネット販売や知人・友人，店舗（ヘッドショップ）
などの主要な入手経路において，本制度施行後には
全体的に減少していた。しかし，施行後の入手手段
としてインターネットの販売サイトの占有率が相対
的に高まったことから，本制度は店舗や他人からの
入手の抑止力には一定の効果があったが，インター
ネットを介しての入手は本制度の影響を受けにくく，
依然として効果が不十分であると思われた（Fig. 5）。
一部のインターネットの販売サイトにおいて，違法
な成分を否定する内容を掲示するなどして，入手を
促していることが原因と考えられる。今後は危険ド
ラッグのネット販売業者への規制の推進が強く望ま
れる。
　本制度の認識度に関しては，制度施行後に初めて
危険ドラッグを入手した例では本制度の認識度が低
く，施行後の入手歴がない者は認識度が高いことか
ら，入手を防ぐ 1つの対策として本制度をさらに広
く啓蒙していく必要があると思われた（Fig. 4）。
　本制度施行後の危険ドラッグ経験者の思考内容に
は，周りで摂取する例や，取り扱う店舗が減り，危
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Fig. 5　 Methods of acquiring designer drugs before and after implementation of the new comprehensive 
system for designating illegal drug components （n＝99, multiple answers）
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険ドラッグの入手が困難になったと考えている者が
多いという傾向が認められた。一方で，入手可能な
環境は変わっていないと思っている例がそう思わな
い例より多いことは，本制度施行後であっても，そ
の気になればインターネットの利用などで危険ド
ラッグの入手が可能な環境がこれまでと同様に維持
されていることが示唆された（Fig. 6）。　
　以上，本アンケート結果の解析により，危険ド
ラッグ使用の現状と乱用に対する本制度の効果に関
する興味深い知見が得られた。しかしながら，本ア
ンケート調査においては以下のような問題点が存在
する。本アンケート回答者は調査会社から報酬を得
ることを目的として調査会社に登録しており，かつ，
インターネットをよく使用する母集団であることか
ら，その分布にバイアスが存在することも考慮する
必要がある。また，本アンケートは自身の違法行為

に関するものであるので，回答内容が実態を反映し
ていない可能性が考えられる。したがって本論文の
信頼性，正確度に関しては自ずから限界が存在する
ことは否めないところであろう。
　また，薬事法改正による指定薬物の所持の違法
化13）（2014年 4月 1日施行）によって，乱用者の減
少に一定の効果が期待できると考えられた。しかし，
指定薬物は大麻や覚せい剤のように，その場で判定
する検査キットがないため，所持違反で検挙者が増
加しなければ一時的な抑止力で終わってしまう可能
性も否定できない。指定薬物の一斉分析は氏家ら14）

の報告があるが，今後検挙者を増やすためには，
1 ,300種類（2014年 3月現在）を超える指定薬物を
迅速に判定する検査キットなどの開発が必要となる
であろうと思われた。

Fig. 6　 Designer drugs users’ views on impact of the new comprehensive system for 
designating illegal drug components （n＝99）
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ま と め

　本制度によって，危険ドラッグの入手者の減少に
は一定の効果が得られた。しかし，本制度の認識が
低い例ほど施行後も危険ドラッグの入手が続いてお
り，本制度の社会への啓蒙をよりいっそう徹底させ
ることが求められる。今後は若年者に対しての，危
険ドラッグの身体における危険性を認識させること
と，法規制に関する教育をより充実させることが重
要と思われる。また，インターネットの広告を活用
して本制度の主旨をさらに徹底させることも危険ド
ラッグ入手の抑制には効果的であると考えられる。
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　近年，化学構造の一部を変化させ薬事法の規制から逃れ
た危険ドラッグの乱用が社会問題となっている。2013年 3
月の薬事法の改正によって包括指定制度（以下，本制度）
が導入され，多くの危険ドラッグの規制が可能となった。
本研究は危険ドラッグ経験者を中心に行ったWebアン
ケート結果の解析により，危険ドラッグの乱用に対する本
制度の効果および今後の課題について検討した。
　アンケート調査の結果より危険ドラッグの入手時期は，
本制度施行前のみの入手が半数を占めた。本制度の認識度
は，施行前にのみ入手歴がある群に対し，本制度施行後に
初めて入手した群において有意に低いことが判明した。危
険ドラッグの入手方法では本制度施行後はいずれの入手方

法も減少傾向であったが，インターネットの販売サイトの
占有率が相対的に高まった。
　危険ドラッグを入手した時期において，経験者の半数以
上は本制度施行後には危険ドラッグを入手していないこと
から，本制度は危険ドラッグ入手の抑止力としては一定の
効果があった。しかし，本制度施行後にも危険ドラッグを
入手していた群では，本制度の認識度が有意に低かったこ
とから，本制度を社会に対してよりいっそう啓蒙する必要
があると考えられた。経験者の入手方法において，イン
ターネットの利用は本制度導入の影響を受けにくいことが
示唆された。今後は，危険ドラッグのネット販売業者への
規制を推進することが強く期待される。
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